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第３次行財政改革後期実施計画実績報告 

（単位：千円）

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 合計

計画 1,375,310 1,938,377 2,306,638 2,649,093 8,269,418

実績 2,107,910 1,741,461 2,906,696 3,477,275 10,233,342

計画 587,458 1,017,189 1,979,577 2,585,236 6,169,460

実績 394,872 1,190,254 1,978,480 1,791,028 5,354,634

計画 1,384,508 1,409,063 1,389,429 1,378,889 5,561,889

実績 1,397,793 1,355,004 1,379,496 1,408,189 5,540,482

計画 3,347,276 4,364,629 5,675,644 6,613,218 20,000,767

実績 3,900,575 4,286,719 6,264,672 6,676,492 21,128,458

116.5% 98.2% 110.4% 101.0% 105.6%

2,796 4,544 52,066 54,953 114,359

5,681 64,351 11,402 11,307 92,741

341,400 191,000 0 0 532,400

2,110,706 1,746,005 2,958,762 3,532,228 10,347,701

400,553 1,254,605 1,989,882 1,802,335 5,447,375

1,739,193 1,546,004 1,379,496 1,408,189 6,072,882

4,250,452 4,546,614 6,328,140 6,742,752 21,867,958合計

計画額なし

収入増額

削減額

将来負担の軽減

小計

収入増額

削減額

将来負担の軽減

年度

計画額あり

収入増額

削減額

将来負担の軽減

小計

達成率

１ 令和４年度における取組実績

（１） 効果額実績 

令和４年度効果額              ６,７4２,７５２千円 

令和４年度の効果額は、約６７億４,３００万円で、内訳としては収入増額が約３5億３,２００万円、
削減額は約 １８億 ２００ 万円、将来負担の軽減(投資的経費の縮減額)が約 １４億 ８００万円となり
ました。 

効果額のうち主なものは、収入増額では「市税等の収納率の向上と適正な債権管理の推進」（約

１5億３,８００万円）、「ふるさと寄附金制度の推進」(約４億７,３００万円)、削減額では「見直し項目設

定による予算の定期点検の実施」(約１２億９,２００万円)、将来の負担軽減では「道路橋の長寿命化

の推進」(１１億5,０００万円)などでした。また、計画額のある取組としては、約６６億１，３００万円の

計画額に対し、実績額は約６６億７，６００万円で、達成率は１０１％となりました。 

※将来負担の軽減（投資的経費の縮減額）とは、事業の見直しやアセットマネジメントによる施設の長寿命化や統廃合などにより、将 

来的にかかるコストの縮減を図ることで、予算の削減額とは異なります。 
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【内訳】  収入増額                           ３,5３２,２２８千円 

削減額                             １,８０２,３３5千円 

将来負担の軽減（投資的経費の縮減額）※      １,４０８,１８9千円 



第３次行財政改革後期実施計画実績報告 

ア 計画額を設定している取組の実績内訳 

計画額を設定している取組について、収入確保に向けた取組の達成率は１３１．３％、 歳出削減に

向けた取組の達成率が６９．３％、将来負担の軽減の達成率が１０２．１％となりました。 

収入確保では、「市税等の収納率の向上と適正な債権管理の推進」の取組において計画を大きく

上回り、全庁的な債権管理により、現年度における収納率は高い水準を維持しています。 

歳出削減においては、「見直し項目設定による予算の定期点検の実施」により着実な歳出削減を

図りましたが、「公共建築物の総資産量の適正化」や「最適な職員規模による行政経営の推進」にお

いて計画が大きく下回ったため、達成率が７割以下となりました。これは、主に第３次総合計画推進

における大規模施設の新設や新たな施策推進のための職員配置が影響しています。

①  収入増額内訳 ※（  ）は「自主財源の確保」の計画額及び実績額の内数

項 目 令和４年度計画額 令和４年度実績額 

自主財源の確保 ２,０２６,０６４ ２,８７5,２７６ 

市税等の収納率の向上と適正な債権管理の推進 (１,０４８,８２5) (１,5３７,７9２) 

課税客体の的確な把握による税収確保 (２０9,４００) (３０5,２5８) 

未利用地等の売却の推進及び貸出の実績 (２００,０００) (２２０,9１１) 

ふるさと寄附金制度の推進 (２5１,６０１) (４７３,０２３) 

競輪事業による一般会計への安定的な繰出 (１5０,０００) (１5０,０００) 

印刷・広告物・公共施設等への広告事業の活用 (２5,６６１) (２４,８３３) 

その他 (１４０,5７７) (１６３,４59) 

上下水道事業の経営改善 5８9,７9２ ６０9,5７9 

公共下水道への接続推進 (5２６,３８６) (5２２,８１６) 

水道料金等の収納率の向上と適正な債権管理の推進 (5２,６４２) (７７，１２６) 

その他 (１０,７６４) (9,６３７) 

清水病院における病床機能の再編 ３３,２３７ ▲７,5８０ 

合 計 ２,６４9,０9３ ３,４７７,２７5 

達成率 １３１.３％ 

②  削減額内訳 ※（  ）は「事務事業の見直し」の計画額及び実績額の内数

項 目 令和４年度計画額 令和４年度実績額 

民間活力の活用 １9４,８5４ １95,２２9 

テレワークの推進 ２２０ ８,４６６ 

最適な職員規模による行政経営の推進 ▲３２,９００ ▲２９６,０００

事務事業の見直し等 ９４６,２３４ １，４４５，２０８ 

見直し項目設定による予算の定期点検の実施 (８３６,８０７) (１,２９２,３２０) 

静岡型行政評価制度の活用 (４０,０００) (８5,７5３) 

  その他 (６９,４２７) (６７，１３５) 

公共建築物の総資産量の適正化 １,２9０,０２４ ２３２,３０６ 

上下水道事業の経営改善 １４６,８０４ １４８,４８７ 

上水道の管路・施設の効率的な運用 (9８,5２０) (99,２００) 

その他 (４８,２８４) (４9,２８７) 

清水病院における後発医薬品の採用推進 ４０,０００ 5７,３３２ 

合 計 ２,5８5,２３６ １,７9１,０２８ 

達成率 ６9.３％

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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③ 将来負担の軽減（投資的経費の縮減額）※（  ）は「インフラ資産のアセットマネジメント」の計画額及び実績額の内数 

項 目 令和４年度計画額 令和４年度実績額 

事務事業の見直しによる合理化・効率化 9,３０9 ８,9２３ 

インフラ資産のアセットマネジメント １,３６9,5８０ １,３99,２６６ 

道路橋の長寿命化の推進 (１,１5０,０００) (１,１5０,０００) 

  道路舗装の適切な維持管理 (１８４,０００) (２１３,６８６) 

  その他 (３5,5８０) (３5,5８０) 

合 計 １,３７８,８８9 １,４０８,１８9 

達成率 １０２.１％

イ  計画額を設定していない取組の実績内訳 

計画額を設定していない取組による効果額は約６，６００万円となりました。

    区  分 取組内容 令和４年度実績額 

収 入 増 額 庁舎の有効活用等 5,5０３ 

古紙・機密文書等の売り払い (２１１) 

未利用地の貸出に係る収入 (１,５１７) 

庁舎の有効活用 (３,７７5) 

企業版ふるさと納税制度の推進 ４９,４５０ 

削 減 額 指定管理者制度の導入の推進等 １１,３０７ 

  指定管理者制度の導入の推進 (１０,9７３) 

省エネ・長寿命化器具の推進 (３３４) 

合 計 ６６,２６０ 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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（２）指標の達成状況

後期実施計画に登載した取組について、効果額に直接繋がる「基本方針Ⅲ 持続可能な財政運営  

の推進」の達成状況については（１）効果額実績に記載のとおりですが、これ以外にも豊かな地域社 

会の実現に向けて、「基本方針Ⅰ 市民協働・官民連携の推進」及び「基本方針Ⅱ 質の高い行政運営 

の推進」に努めました。 

「基本方針Ⅰ 市民協働・官民連携の推進」 

市民や企業と協働して開催するイベントや協働の意識を向上させるための講座等を通じて人材を

育成する取組が多い分野であり、新型コロナウイルス感染症対策の行動制限により講座等の開催を

中止した影響等が残ったため、最終年度における指標の達成は６割程度にとどまりました。 

そのような中、「こどもクリエイティブタウンにおける企業との協働」においては、他事業で関わり 

のある企業との繋がりが生まれたことにより、協働企業等が増えたほか、「金額入り工事設計書の情

報提供化システム導入」により、これまでの情報公開請求から、システムによる情報取得が可能とな

り、事業者の利便性向上に繋がりました。 

「基本方針Ⅱ 質の高い行政運営の推進」 

人材育成や行政需要に対応した組織体制の整備のほか、新型コロナウイルス感染症を契機に加速

したデジタル化により、窓口におけるサービス向上及び業務効率化に向けた取組を行った結果、指

標の達成率は７.5割となりました。 

特に、各区役所における窓口サービス向上に取り組み、窓口アンケートにおける市民満足度が３区

とも95％を超えたほか、災害時に市公式ＳＮＳにおいて、リアルタイムで視覚的に道路情報を提供

する「しずみちｉｎｆｏ」を周知し、多くの道路路利用者の活用に繋げるなど、行政サービスの質の向上

に努めました。 
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＜基本方針ごとの達成内訳＞ 

基本方針Ⅰ 市民協働・官民連携の推進            （計画を上回った・計画どおり ６０.２％） 

区 分 指標数（構成比） 主な取組内容 

計画を上回った ３０指標(３６.１％) 
・こどもクリエイティブタウンにおける企業との協働  

・金額入り工事設計書の情報提供化システム導入 等 

計画どおりだった ２０指標(２４.１％)
・大規模災害における緊急輸送路の確保及び配備体制の見直し 

・若年層への選挙時啓発事業 等

計画を下回った ３０指標(３６.１％) 
・消防団員の入団促進 

・認知症に関する知識の普及啓発による支え合い体制の構築 等

実績なし ３指標( ３.７％)

合  計 ８３指標(１００％)

基本方針Ⅱ 質の高い行政経営の推進             （計画を上回った・計画どおり ７５.０％）  

区 分 指標数（構成比） 主な取組内容 

計画を上回った ２４指標(5４.５％)
・区役所における窓口サービスの向上 

・道路情報提供システム「しずみちｉｎｆｏ」の利用促進 等

計画どおりだった ９指標(２０.５％)
・テレワークの推進 

・政策を推進するための組織体制の整備 等

計画を下回った １１指標(２5.０％) 
・ワークライフバランス・女性活躍の推進 

・介護保険認定業務の効率化による市民サービスの向上 等 

実績なし ０指標( ０.０％) 

合  計 ４４指標(１００％) 

基本方針Ⅲ 持続可能な財政運営の確立  （計画を上回った・計画どおり ６７.２％）

区 分 指標数（構成比） 主な取組内容 

計画を上回った ２４指標(３７.５％) 
・市税等の収納率の向上 

・ふるさと寄附金制度の推進 等 

計画どおりだった １９指標(２９.７％) 
・省エネ・長寿命器具の推進 

・消防車両の小型化（小型化する消防車両の台数） 等

計画を下回った ２０指標(３１.２％) 
・公共建築物の総資産量の適正化 

・市営温泉浴場の利用向上・経営改善 等

実績なし １指標( １.６％) 

合  計 ６４指標(１００％) 
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２ 後期実施計画の総括と今後の方向性 

（１） 後期実施計画の総括 

①効果額                      ２１,８６７,９５８千円 

後期実施計画の効果額は、約２１８億６,８００万円で、内訳としては収入増額が約１０３億４,８００

万円、削減額は、約5４億４,７００万円、将来負担の軽減(投資的経費の縮減額)が約６０億７,３００

万円となりました。 

効果額のうち主なものは、「市税等の収納率の向上と適正な債権管理の推進(企業会計含まず)」

（約４３億１，８００万円）、「課税客体の的確な把握による税収確保」（約１２億８，４００万円）、「ふるさ

と寄附金制度の推進」(約１２億１,１００万円)「未利用地等の売却の推進」（約１０億６，７００万円）、「見

直し項目設定による予算の定期点検の実施」(約３６億９００万円)、「事務事業の見直し・統廃合」（約

２億４,０００万円）「道路橋の長寿命化の推進」(４６億円)などでした。 

 特に、計画額のある取組については、約２００億円の計画額に対し、実績額は約２１１億２，８００万

円で、達成率は１０5．６％となりました。内訳は、収入増額が１２３．７％の達成率であったのに対し、

削減経費が８６．８％となっています。経費削減が進まなかった理由としては、公共建築物の総量縮

減による維持管理経費の削減が計画どおり進まなかったこと、新型コロナウイルス感染症への対応

など、新たな行政課題に対し大幅な職員数を確保したことにより人件費の削減が進まなかったこと

があげられます。 

②取組の達成状況 

後期実施計画期間においては、令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、

当初計画していた取組の実施が困難となるなど、成果指標を達成できない事態となることが度々

ありました。 

特に、「市民協働・官民連携の推進」においては、行政が積極的に様々な主体に働きかけ、コーデ

ィネートする取組を進め、市民や企業と協働して実施した事業の数や協働の意識を向上させるた

めの講座の受講者数等を指標として定めていました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響を

大きく受けたため、直接的に効果額に影響するものは多くありませんが、指標から見た達成度は

低くなりました。そのような中、企業版ふるさと納税制度の活用や草薙駅周辺エリアマネジメント

など、民間連携によるサービス向上及び新規収益の確保に資する取組も生まれました。 

一方で、新型コロナウイルス感染症を契機に加速した行政のデジタル化により、「質の高い行政

運営の推進」においては、行政手続きのオンライン化やキャッシュレスの導入、テレワークの推進等

に着手し、これらの環境を整備し試行的な実施を指標に定めて推進してきました。今後は、全庁を

挙げた、より一層の行政ＤＸによる市民サービスの向上及び業務効率化が必要です。   

【内訳】  収入増額                           １０,３４７,７０１千円 

削減額                              5,４４７,３７5千円 

将来負担の軽減（投資的経費の縮減額）※       ６,０７２,８８２千円 
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<基本方針毎の成果指標達成割合＞ 

基本方針Ⅰ 市民協働・官民連携の推進 【計画どおり、計画より進んでいる割合】 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４

割合 ７６.9％ 5６.８％ ６２.２％ ６０.２％

基本方針Ⅱ 質の高い行政経営の推進 【計画どおり、計画より進んでいる割合】

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４

割合 ８０.６％ ７８.０％ ８３.３％ ７５.０％

基本方針Ⅲ 持続可能な財政運営の確立【計画どおり、計画より進んでいる割合】

（２） 今後の方向性

今後の更なる行財政改革の推進に向けては、第４次行革大綱に基づき、デジタル化の進展によ

りＩＴを活用したニーズにあったサービスを提供するといった、生産性の向上やより高い付加価値

を創出する 「質」に着目した取組について全庁を挙げて進めていくところです。 

一方で、生産年齢人口の減少を見据え、経営資源である職員や財源にも限界があることを課題

認識としており、新たな施策を進める上でも、既存事業の見直しや、業務を進める上でのムダの解

消に向けて、全庁を挙げて取り組む必要があります。 

そこで、第４次行革前期実施計画については、新市長のもと、既存事業を１つ１つ見直し、すぐに

廃止・統廃合等ができるものは速やかに実施するとともに、中長期的に解決すべき課題は実施計

画に反映して解決に向けて取り組んでいきます。また、組織全体として職員の率直なアイデアを

募り、それを業務改善に繋げるシステムとして令和５年度に設置した「職員アイデア提案箱」に寄

せられた業務上のムダや課題の解決に向けた業務改革にもあわせて取り組んでいきます。 

年度 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ４

割合 ８１.８％ ７６.5％ ７１.9％ ６７.２％
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３ 主な取組の状況 

＜未来を創る人材の養成＞ 

【静岡シチズンカレッジ こ・こ・に 総合課程及び専門課程の修了生のうち、地域や社会のために活動したい人の割合】

＜市民活動への参加の促進＞

【市民活動センター利用登録団体数】 

６4６ 
７4０ 

７８０ 
８4２ 

９１２ 
９６3 

１,０２１ 
１,０６１ １,０９５ 

１,１１５ １,１43 １,１７５ 

５００

７００

９００

１,１００

１,3００

Ｈ２3 Ｈ２4 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ3０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ3 Ｒ4

（年度）

(単位：団体) 利用団体数

基本方針Ⅰ「市民協働・官民連携の推進」 

市民と行政との協働によるまちづくりを担うシチズンシップに富んだ人材を養成するため、庁内各課で

実施する人材養成事業を、総合的な学び舎「静岡シチズンカレッジ こ・こ・に」として束ね、共通の方針や仕

組みを整備することで、一体的に取り組んでいます。 

 各講座終了後のアンケートでは受講生の9０％以上が常に「地域や社会のために活動したい」と回答して

おり、各講座を効果的に行うことができました。 

番町市民活動センター  ３１団体増 

清水市民活動センター   １ 団体増 
※登録取消による減少を含む

市民活動センターの利用登録団体数や相談件数は増加傾向にあり、市民活動の立ち上げや運営に関し必

要な支援に取り組むことができました。 

各種実務講座及び市民活動の入門講座、啓発イベントを実施することで、中間支援機能を高めるととも

に市民活動に参加しやすい環境を整備し、市民活動への参加を促進します。 

9８.9％ 9７.9％
9４.9％

99.２％ 9８.5％ 9８.5％
9６.８％

６０.０％

７０.０％

８０.０％

9０.０％

１００.０％

Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

-10- 



第３次行財政改革後期実施計画実績報告 

１４４,４００ 

１８２,８００ 

１７２,８０5 

１5２,６9１ １６７,６２０ 

１００,０００

１5０,０００

２００,０００

２5０,０００

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

年間総アクセス数

【市民活動支援システム「ここからネット」年間アクセス数】 

＜職業生活における女性活躍の推進＞ 

市民の市民活動への参加を促すため、静岡市市民活動ポータルサイト「ここからネット」を通じて、ＮＰＯ

等の団体や活動に関する情報を発信しています。 

「ここからネット」の年間アクセス数は、新型コロナウイルス感染症の影響による市民活動団体の活動自

粛等もあり減少しましたが、市民活動団体への周知を行うとともに、イベント情報やボランティア募集情報

を積極的に掲載することなど、積極的な情報更新に努めることで、持ち直しつつあります。引き続き、活き

た情報の更新に努める等、市民により多くの情報が届くよう、積極的に周知広報を図っていきます。

令和４年度は、しずおか女子きらっ☆応援会議を １回オンラインにて開催し、公民連携して市内の女性活

躍の推進に努めたほか、市内企業の女性社員や人事・管理職を対象とした異業種交流会「ダイバーシティ ｉｎ

静岡」を ２回実施し、女性社員の就業継続や管理職登用等を後押ししました。 

また、女性が企画開発した４３商品を「しずおか女子きらっ☆ブランド」に認定し、女性活躍の好事例とし

て紹介冊子への掲載や展示等を通して積極的にＰＲをしました。 
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（単位：件） 

（年度） 

「ダイバーシティ ｉｎ 静岡」（令和４年 １０月）
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＜高齢者就労の促進＞ 

＜民間企業との交流研修の推進＞ 

【民間企業交流研修に参加した職員の人数（累計）】 

３
７

１１
１４ １６

１9
２３

２６
２9

３４
３9

０

１０

２０

３０

４０

5０

Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：人）

（年度）

交流研修参加職員数（累計）

行政、経済界、福祉団体とが官民連携して高齢者の就労を促進するため、令和元年６月 １８日に、シニア

向け就労サポート窓口「ＮＥＸＴワークしずおか」を静岡庁舎２階にオープンしました。令和５年３月までに、

来場者数延べ １２,３３２名、個別相談数延べ４,７６２件、マッチング数８２０件を数え、高齢者の就労促進

に寄与しました。 

また、課題を抱える中小企業を支援するため、企業課題の掘り起こしを行うとともに、シニア人材との 

マッチングサポートをオンライン会議システムにより実施しました。 

平成 ２４年度から市と市内民間企業との間で職員（社員）を相互に派遣して行う実務研修（人事交流）を

行い、派遣した職員（累計）は ３9人に達しました。 

この研修を通じて、公務職場では得られない、民間の経営感覚、迅速な意志決定方法、コスト意識などを学

び、職員が育成されるとともに、人的ネットワークの構築や各事業の連携により民間企業との相互理解が深

まっています。 
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＜メディアミックス広報等による情報発信＞ 

【ＳＮＳ市公式アカウント フォロワー数の推移】 

２,６55 ３,６59 ４,６１３ 5,０４２ 5,６４２ ６,２０４ ６,４８２ ６,７０9 ６,5８２ 5２３ 
１,８１9 ２,８６７ ３,６７８ ４,７８5 

６,３８２ 
１０,5１４ 

１３,１０８ １８,４55 

３４７ 
２,9７４ 

5,４１２ 

６,99７ 

７,9６６ 

８,３８８ 

３,１７８ 5,４７８ 
７,４８０ 9,０６７ 

１３,４０１ 

１７,99８ 

２３,99３ 

２７,７８３ 
３３,４２5 

Ｒ２, ４２,３８４ 

Ｒ３, ８３,８9８ 

Ｒ４, １０１,７８６ 

０

２０,０００

４０,０００

６０,０００

８０,０００

１００,０００

１２０,０００

０

１０,０００

２０,０００

３０,０００

４０,０００

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

(ﾌｫﾛﾜｰ数)
静岡市ＳＮＳ公式アカウントフォロワー数

Ｆａｃｅｂｏｏｋ Ｔｗｉｔｔｅr Ｉｎｓｔａｇrａｍ ＬＩＮＥ

静岡市では、平成２5年度以降、情報発信ツールとしてＳＮＳを活用しています。 

Ｆａｃｅｂｏｏｋ では政策や施策、Ｔｗｉｔｔｅr ではイベント情報、Ｉｎｓｔａｇrａｍでは市内の風景画像、ＬＩＮＥでは新

型コロナ関連情報など、それぞれのＳＮＳの特徴に合わせた投稿をすることにより、フォロワー数は着実に増え

ています。 

-13- 
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＜最適な職員規模（職員数）による行政経営の推進＞ 

【正規職員数】 

＜市の目指すまちづくりに貢献できる人材の確保＞ 

「静岡市役所シゴト×働き方ガイダンス」 職員採用ウェブサイト 

６,３８８ 
６,３59 ６,３３６ 

６,２４８ 
６,２１６ 

６,２４5 

5,9７６ 5,999 
６,０２１ ６,００１ 5,9８７ 5,999 

６,０２5 

5,5００

5,６００

5,７００

5,８００

5,9００

６,０００

６,１００

６,２００

６,３００

６,４００

６,5００

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

受験者確保に向けた情報発信強化を図るため、オンラインを活用したより効果的・効率的な広報活動の 

実施と、平成２9年度に開設した職員採用ウェブサイトの有効活用に取り組んでいます。 

令和４年度は、市主催説明会の実施及び外部機関主催説明会への参加（計 55件）により、参加者数の実

績は、２,４４９人となりました。オンラインガイダンスへの参加（２３件）に加え、高校生向け説明会（７件）を実

施した効果がありました。また、職員採用ウェブサイトに職員インタビュー動画２件、職種紹介１９人等を追加

掲載し、様々な職種や働き方を発信しました。 
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基本方針Ⅱ「質の高い行政運営の推進」 

令和元年度に策定した「第２次静岡市職員適正配置計画（令和元年度～令和４年度）」に基づき、新型コロ

ナウイルス感染症対策への対応や子ども家庭総合支援拠点の設置、第４次総合計画に向けた体制の整備な

どで人員を確保した一方で、業務終了や労務職退職不補充などにより、計画を推進しました。 

 正規職員は、平成２２年度の６,３８８人が令和４年度には６,０２5人となり、３６３人（約5.７％）減少しま

した。 

静岡市第２次定員管理計画（Ｈ２２～Ｈ２６年度） 静岡市職員適正配置計画（Ｈ２７～Ｈ３０ 年度） 第２次静岡市職員適正配置計画

   （Ｒ１～Ｒ４年度）

（年度）

静岡病院独法化
消防救急広域化

県から権限移譲され

た小中学校の教職員
は含まず

（単位：人）
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＜人材育成ビジョンの推進＞ 

＜消防職員の人材育成＞ ＜技術職員の人材育成＞ 

消防局の職員研修（火災調査アドバイザー認定講習）

平成２７年３月に改訂された静岡市新人材育成ビジョンに基づいて、人材育成事業、人事評価制度、人事

制度を効果的に連動させて運用し、「使命感と熱意を持ち、自ら考え行動できる職員」の育成に組織全体で取り

組んできました。平成３１年 ３月には、ベテラン職員の減少、若手職員の増加や働き方改革などの職場環境の

変化を踏まえ、ビジョンを改訂し、「人を育てる場」、「人を育てる意識」、「自ら成長する意欲（熱意）」を柱とした

取組により、人材育成事業を推進しています。 

令和４年度は、引続き「集合研修」、「派遣研修」、「職場研修」、「自己啓発事業」等を実施し、人材育成ビジョン

を理解し、それに基づく行動ができる職員の育成を図りました。また、昨年度に引き続きリモートやエスナビ、

少人数でのグループワーク、リモートと集合を併用した「ハイブリット型」の研修等を実施し、コロナ対策ととも

に働き方に合わせた実施方法を検討・実施しました。

消防局では、次代を担う若き職員を対象に、ベ

テラン職員が永年培ってきた様々な知見、技術を

伝承し、消防力の維持・強化を図ることを目的に

各種ＯＪＴ研修を展開しています。 

また、火災調査の知識、鑑識技術の向上や資機

材を習熟するための「火災調査アドバイザー認定

講習」や立入検査技術の向上を目的とした「査察

技術向上研修」を実施し、専門的知識、技術の向

上に取り組んでいます。 

技術職員の職員研修（設計ＣＡＤ研修）

「静岡市技術職員人材育成ビジョン」を策定し、

技術職員が専門性を高めた上で、幅広い知識を

持ち、多くのインフラ資産を適切に維持管理し、

更には激甚化する自然災害や、新たな政策課題

に対応できる職員を育成しています。  

毎年度、技術職員研修計画書に基づき、各種研

修を実施しており、令和４年度は庁内で２６回の

集合研修を実施しました。また、国等の研修へ派

遣した職員が職場研修を実施しました。 

採用２年目研修（グループワーク） 新任係長研修（所属長との座談会） 
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＜保健師の人材育成＞   ＜教職員の人材育成＞

＜各区役所の窓口サービスの向上＞ 

【窓口アンケートにおける市民満足度】 

9６.２

9８.9

9６.9
9８

9６.9

99.１ 9８.5

9７.２

9８.４

9７.４

99.5 99.４

9７.６
9８

9８.７

9８

9８.5 9８.７

9８.３

99.１ 99.１

9０

95

１００

Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：％）

（年度）

葵区役所 駿河区役所 清水区役所

平成３１年 ３月に策定した静岡市保健師人材

育成計画に基づき保健師の「みる」「つなぐ」「動

かす」の能力の向上を目指し、新任期、中堅期、管

理期の階層別研修を行いました。 

 部署横断的連絡会は各部署に配置されている

保健師代表者が一堂に会し、台風 １5号に係る災

害時健康支援活動について振り返りと今後の活

動についての確認を行いました。 

教育センターでは、静岡市教員育成指標に基づ

き、「教育に対する熱意と使命感」「専門職として

の力量」「高潔な人格・豊かな教養」等を持つ教育

にひたむきな教師を目指して、研修の充実に取り

組んでいます。 

 初任者研修を始め、２年次・３年次研修、中堅教

諭等資質向上研修、１5年次研修、経営マネジメン

ト研修と教員の各キャリアステージに応じた研修

を位置づけ、資質向上の育成をしています。 

案内表示や案内図等の更新、掲示物の整理などの窓口整備を進めたほか、的確な案内をするための

区役所各課業務を学ぶ研修や、接遇力を高める研修を通し、窓口サービスの向上に努めました。これら

の取組により、各区役所とも市民満足度95％以上を達成しました。 

 また、行政ＤＸを契機とした「市民の利便性向上」と「区役所業務の効率化」を進めるため、「スマート区

役所」の実現に向け、令和３年度には３区合同のプロジェクトチームを編成し検討を開始、令和４年度

から電子申請可能な業務について、オンラインによる申請を始めたほか、「書かないワンストップ窓口」

について、他自治体の状況を調査しました。

保健師の研修 教員の職員研修
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＜市税等の収納率の向上と適正な債権管理の推進＞ 

【市税等の収納率】 

項 目 Ｒ４計画値 Ｒ４実績値 

市税 
（現年度分） 99.5２％ 99.６４％ 

（滞納繰越分） ４５.０２％ ４８.４６％ 

国民健康保険料（税） 
（現年度分） 9３.４１％ 9４.７８％ 

（滞納繰越分） ２４.８９％ ２２.１１％ 

介護保険料 
（現年度分） 99.４１％ 99.5３％ 

（滞納繰越分） ２４.２８％ ２７.０5％ 

保育料 
（現年度分） 99.5４％ 99.８０％ 

（滞納繰越分） ３７.9１％ 5０.5０％ 

市営住宅使用料 
（現年度分） 99.７１％ 99.9６％ 

（滞納繰越分） ２４.７5％ １１.８８％ 

水道料金 
（現年度分） 99.２１％ 99.０６％ 

（滞納繰越分） ２７.４８％ ４5.２１％ 

下水道使用料 
（現年度分） 99.１5％ 99.０８％ 

（滞納繰越分） ３７.２０％ ４２.5１％ 

清水病院診療収入等 
（現年度分） 99.２８％ 99.４０％ 

（滞納繰越分） ８.６７％ ７.４４％ 

【市税の収納率】 

9８.9１
99.０２ 99.１5

99.２２
99.３４ 99.４４

99.４5 99.４9

9８.9７

99.６ 

99.６４

２６.１７ ２７.４６ ２８.9１

３４.４６

３9.８5

４１.２７
４２.３６

４9.４８
４６.95

６３.０ 

４８.４６

２０

３０

４０

5０

６０

７０

9７

9８

99

１００

Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：％）（単位：％）

（年度）

現年度分 滞納繰越分

基本方針Ⅲ「持続可能な財政運営の確立」 

市税等主要債権の収納率については、現年度分は全８債権中、水道料金及び下水道使用料を除く６債権が

目標値を達成しました。一方、滞納繰越分については、５債権が目標値を達成したものの、国民健康保険料、

市営住宅使用料、清水病院診療収入等の３債権が未達成となりました。 

前年度比 現年分   ０.０４ポイント ＵＰ
       滞繰分 １４.5４ポイント ＤＯＷＮ
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【国民健康保険料（税）の収納率】 

【収入未済額の推移（主要債権）】 

８９.６５

９０.５５
９０.８3 ９０.９

９１.５
９２.１８

９3.１
９3.4６

９4.１７
９4.4８

９4.７８

１９.０3
１８.２２

１７.６９

１８.８4

２１.０２ ２１.０3

２２.５２
２２.８９

２4.９８

２１.７９ ２２.１１

１5

１７

１9

２１

２３

２5

２７

２9

８６

８７

８８

８9

9０

9１

9２

9３

9４

95

Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：％）（単位：％）

（年度）

現年度分 滞納繰越分

現年分 ０.３ポイントＵＰ

滞繰分 ０.３２ポイントＵＰ

5,9４８ 
４,６６２ 

３,６０７ ２,７9６ ２,２０１ １,７5０ １,5８３ １,４７４ ２,１４３ １,１８２ １,０４８ 

5,６１２ 

5,４２７ 

5,００9 
４,３７１ 

３,７99 
３,１5１ ２,55６ ２,０5３ 

１,７４０ 
１,６２７ １,４9４ 

１,9４３ 

１,9１８ 
１,８１０ 

１,７5６ 

１,４６5 

１,３０9 
１,１４０ 

95２ ８２5 
７６７ 

６８１ 

１３,5０３ 

１２,００７ 

１０,４２６ 

８,9２３ 

７,４６5 

６,２１０ 
5,２７9 ４,４７9 ４,７０８ 

３,5７６ ３,２２３ 

０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

１０,０００

１２,０００

１４,０００

１６,０００

１８,０００

Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：百万円）

（年度）

市税 国保料 その他

前年度比 全体 ▲３5３百万円
市税 ▲１３４百万円
国保 ▲１３３百万円

収入未済額(主要債権)は、市税において新型コロナウイルス感染症拡大の影響による対面折衝及び捜索等の

活動制限、また、台風第 １5号の被災者支援による滞納整理事務スケジュールの遅延が生じる中ではありまし

たが、スケジュールの見直しや滞納整理の短期目標の設定を行うなど、徴収部門が一致団結して滞納整理に取

り組んだ結果、令和４年度における債権全体の収入未済額は前年度に比べ３5３百万円減少し３,２２３百万円

となりました。 



第３次行財政改革後期実施計画実績報告 

-19-

＜フローとストックに留意した財政運営＞ 

【実質公債費比率】【臨時財政対策債を除く市債残高】 

※実質公債費比率…借入金（地方債）の返還額（公債費）の大きさを、財政規模に対する割合であらわしたもの 

（過去３箇年の平均値） 

※臨時財政対策債…国から地方に交付される地方交付税の不足分を各地方自治体が地方債として負担するもので、 

その返還額の全額が後年度の普通交付税の計算に算入される。 

＜公共建築物のアセットマネジメント＞ 

【公共建築物の延床面積】

※アセットマネジメント…計画的に効率よく施設の整備や維持管理を行うことで施設の寿命を延ばしたり、利活用促進や 

統廃合をすすめることで将来負担の軽減を図り、都市経営上の健全性を維持していく手法 

２,95１ 
２,８5７ ２,７７８ ２,７１３ ２,６６１ ２,６２２ ２,5３5 ２,5１２ ２,5２７ ２,４６9 ２,４5２ １１.5

１０.３

9.３

８.5
７.9

７.３
６.７

６.４ ６.5
６.２ ６.３

４

5

６

７

８

9

１０

１１

１２

０

5００

１,０００

１,5００

２,０００

２,5００

３,０００

Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：％）（単位：億円）

（年度）

市債残高 実質公債費比率

２,３０１ ２,２99 

２,２８9 ２,２9０ ２,２８８ 

２,２７８ ２,２８１ 

２,２６１ ２,２６０ 
２,２5３ ２,２5２ ２,２5４ 

２,２２０

２,２３０

２,２４０

２,２5０

２,２６０

２,２７０

２,２８０

２,２9０

２,３００

２,３１０

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２5 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２9 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（単位：千㎡）

（年度）

公共建築物の延床面積

臨時財政対策債以外の新規の市債発行（フロー）をコントロールし、臨時財政対策債以外の市債残高（スト

ック）の縮減に努めることで、実質公債費比率は前年度と同率の６.３％（計画値 １６％未満）、臨時財政対策

債を除く市債残高は、前年度残高より １７億円減の２,４5２億円（計画値２,9００億円未満）となっていま

す。 

健全で持続可能な都市経営の実現のためにアセットマネジメントを推進しています。令和４年度は、安

倍口団地 １８号棟外５施設の解体を実施しましたが、一方で大規模な新築物件があったため、結果とし

て面積の縮減が図れませんでした。 

今後は、保有施設の廃止や複合化、集約化等を通して、計画的に施設の保有総量の縮減を進めていき

ます。

実質公債費比率 ±０ポイント 

市債残高 ▲１７億円 
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